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　平成30年１月15日、県庁において「長野県働き方改革・女

性活躍推進会議」の第３回会議を開催しました。この会議は、

長野県知事、長野労働局長のほか、経済団体及び労働団体の長

が委員となり、長野県における「働き方改革」及び「女性の活

躍」の推進を目的として設置したものです。

　第３回会議では、専門部会である「働き方改革推進部会」と

「女性活躍推進部会」の報告を踏まえ、平成29年の取組内容及

び課題等を共有し、長野県、長野労働局のほか各委員による意

見交換が行われ、年間総実労働時間は2,023時間以内や年次

有給休暇取得日数9日以上を目指すことなど数値目標を設け

ました。

第3回長野県働き方改革・女性活躍推進会議を開催しました第3回長野県働き方改革・女性活躍推進会議を開催しました

会議の様子

大学等に在籍する学生及びその保護者がターゲット！

県内就職に役立つイベントや情報をまとめて発信する就活支援サイトです。

○ 「シューカツ NAGANO」に企業情報を掲載しませんか？

シューカツNAGANOでは、県内企業等の情報発信を行っています。

掲載は無料です。”県内就職意欲のある学生にアプローチしたい！”とお考えの場合は、

シューカツNAGANOへ企業情報掲載をご検討ください。

長野県内への就職意欲が
高い学生にアプローチ

ユーザーは、県内就職を本気で

考える学生が中心です。

長野県が運営する
信頼性の高い情報サイト

県公式サイトのため、無料・

安心・効果的に会社の魅力を

伝えることができます。

企業情報登録で
“次”のステップへ

登録企業等には、県主催の合説等

イベントを優先的にご案内

掲載方法等の詳細は

シューカツNAGANOをご確認ください。

https://www.shukatsu-nagano.jp/

シューカツ NAGANO

長野県就活支援ポータルサイト



　平成29年6月30日現在の労働組合の組織状況について結果がまとまりました。

平成２９年労働組合基礎調査結果の概要
県内推定組織率は0.1ポイント増加

平成２９年労働組合基礎調査結果の概要
県内推定組織率は0.1ポイント増加

平成２９年労働組合基礎調査結果の概要
県内推定組織率は0.1ポイント増加

平成２９年労働組合基礎調査結果の概要
県内推定組織率は0.1ポイント増加

労働環境等の実態について調査しました。労働環境等の実態について調査しました。労働環境等の実態について調査しました。労働環境等の実態について調査しました。労働環境等の実態について調査しました。労働環境等の実態について調査しました。
「長野県労働環境等実態調査結果」から「長野県労働環境等実態調査結果」から「長野県労働環境等実態調査結果」から「長野県労働環境等実態調査結果」から「長野県労働環境等実態調査結果」から「長野県労働環境等実態調査結果」から

労働環境等の実態について調査しました。
「長野県労働環境等実態調査結果」から

労働環境等の実態について調査しました。
「長野県労働環境等実態調査結果」から

　長野県では、県内民営事業所に雇用される常用労働者の労働条件等についてその実態を把握することを目的として、県内の常

用労働者５人以上を雇用する4,000事業所及び正社員2,000人を対象に調査を実施しました。ご協力いただき、ありがとうご

ざいました。

■労働時間・残業について（抜粋）

　回答事業所における１週間の所定労働時間は、「40時間」が56.0％、「35時間以上40時間未満」が26.4％となっています。

　また、労働時間短縮については30.7％の事業所が取り組んでおり、取り組み内容は、「年次有給休暇の計画的付与の実施」

（41.3％）、「所定労働時間の短縮」（31.5％）、「連続休暇制度の導入・拡大」（20.8％）等となっています。（図１）

　残業を減らす取り組みを実施している事業所は63.4％で、取り組み内容は、「上司からの呼びかけ」（39.6％）、「実労働時間

の把握」（35.5％）、「業務内容の見直し」（34.0％）等となっています。（図２）

　個人調査結果によると、１か月の平均残業時間は、「10時間未満」（39.5％）が最も高く、次に、「10時間以上45時間未満」

（36.1％）、「残業していない」（17.2％）となっており、「80時間以上」残業している者は1.1％となっています。

　時間外労働が発生する要因としては、「人員削減により、人手不足のため」（37.9％）、「突発的な業務がしばしば発生するた

め」（37.7％）が高くなっています。（図３）

＜労働組合数及び組合員数の状況＞
　県内の労働組合数は、1,444組合で前年比15組合の減少、組合員数は、174,984人で前年比1,028人の増加となりました。

  また、県内の推定組織率（組合結成可能な雇用労働者に占める組合員数の割合）は19.8％となり、前年比0.1ポイント増加し

ました。　

  全国の単一労働組合の労働組合数は24,465組合、労働組合員数は998万1千人で、推定組織率は17.1％となりました。
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年次有給休暇の計画的付与の実施
所定労働時間の短縮

連続休暇制度の導入・拡大
年次有給休暇をふやす

その他

上司からの呼びかけ
実労働時間の把握
業務内容の見直し
適正な人員配置

残業の多い従業員やその上司に対する注意喚起
残業ルール（事前届け出制等）の導入
従業員（非正規社員を含む）の増員

業務の外部委託
ノー残業デー・ノー残業ウィークの導入
定時退社の実績を人事評価に反映する

人員削減により、人手不足のため
突発的な業務がしばしば発生するため

季節的な繁閑の差が大きいため
事業の性質上、残業や休日出勤等が必要なため
専門職などの必要な人材が不足しているため

取引先等から急な仕様変更、短納期発注があるため
上司や同僚等の残業に付き合う雰囲気があるため

取引先等から、勤務時間外の打ち合わせを希望されるため
経営側・上司が部下の残業を把握していないため

残業手当や休日手当を期待しているため
天候不良等による遅れを取り戻すため

業績、成果主義が導入されたため
その他
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〈図１ 労働時間短縮の取り組み内容
　　　　　（事業所調査・複数回答）〉

〈図2 残業を減らす取り組みの実施内容
　　　　　　 （事業所調査・複数回答）〉

〈図3 時間外労働が発生する要因
　　　　 （個人調査・複数回答）〉

（単位：％）

（単位：％）

（単位：％）

調査の結果は、長野県労働雇用課のホームページで公表していますので御覧ください。
http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/toukei/toukei/h29koyoukankyochosakekka.html
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平成29年年末一時金要求・妥結状況平成29年年末一時金要求・妥結状況平成29年年末一時金要求・妥結状況平成29年年末一時金要求・妥結状況

　労働雇用課では、県内の民間労働組合を対象に「年末一時金要求・妥結状況調査」を実施しております。平
成29年12月31日現在でまとめた調査結果（最終報）の概要は、次のとおりです。
　調査対象420組合のうち195組合から県に一時金要求の報告があり、そのうち妥結の報告があった労働組合
は190組合でした。
　平均要求額は、2.35か月分の585,781円となり、前年同期と比べ金額では2,775円下回り、月数では0.03
か月上回りました。
　平均妥結額は、1.94か月分の484,594円で、前年同期と比べ金額では18,377円、月数では0.10か月それ
ぞれ上回りました。
　また、企業規模別の状況をみると、従業員300人未満規模の平均妥結額は414,111円（月数1.78か月）、
300～999人規模は551,926円（2.09か月）、1,000人以上規模は608,000円（2.13か月）となりました。

　有期労働契約が更新されて通算５年を超えたときは、労働者の申込みにより、期間の定めのない労働契約（無期労
働契約）に転換できるルールです。通算５年のカウントは平成25年４月１日以降に開始した有期労働契約が対象で
す。

（注） 1 要求・妥結状況は、単純平均によるものです。２ 妥結月数は、妥結組合の平均賃金に対するものです。

区　　　分

調査産業計
（H29.12.31現在）

前年同期（H28.12.31）

要　　　　求

平均年齢 平均賃金 組合数 平均要求額 平均要求月数 組合数 平均妥結額 平均妥結月数

妥　　　　結

企業規模別

状　　況

300人未満

300～ 999人

1000人以上

39.5

39.6

39.2

39.7

39.6
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190

103

62

25

211

484,594

414,111

551,926

608,000

466,217

1.94

1.78

2.09

2.13

1.84

歳 円 組合 円 か月 組合 円 か月

４月から「無期転換ルール」の申込が本格的に始まります！４月から「無期転換ルール」の申込が本格的に始まります！４月から「無期転換ルール」の申込が本格的に始まります！４月から「無期転換ルール」の申込が本格的に始まります！

無期転換ルールの適用を避けることを目的とした雇止めは望ましいものではありません。
お困りの際はお近くの労政事務所または長野労働局雇用環境・均等室にご相談ください。
東信労政事務所　0268-23-1629　南信労政事務所　0265-76-6833　中信労政事務所　0263-40-1936　
北信労政事務所　026-234-9532　長野労働局雇用環境・均等室　026-227-0125

無期転換ルールとは？

　原則として、同一の会社との有期労働契約が通算５年を超える全ての方が対象です。契約社員、パートタイマー、
アルバイト、派遣社員などの名称は問いません。

　労働者から無期転換の申し込みがあった場合、その時点で無期労働契約が成立し、会社は申込を断ることができま
せん。無期労働契約の労働条件は、就業規則等に定めがない限り直前の有期労働契約と同一ですので、正社員になる
かどうかは会社の制度によって異なります。
詳しくは『無期転換ポータルサイト』（http://muki.mhlw.go.jp/）をご覧ください。

対象となる労働者は？

雇止めについて

労働者が無期転換を申し込んだら？

１年 １年 １年 １年 １年 １年 無期労働契約

締結 更新 更新 更新 更新 更新 転換
申込

H25.4

（例）平成25年4月から1年契約の有期労働契約を更新し続けている場合

H26.4 H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4
通算５年

｛
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【4】

　不当労働行為救済申立事件については、審査の期間の目標を定めるとともに、目標の達成状況その他の審査の実施状況を公表す
ることとされています。（労働組合法第27条の18）
　長野県労働委員会の平成29年の状況は、下記のとおりです。

１　審査の期間の目標
　　長野県労働委員会では、不当労働行為救済申立事件に係る審査期間（申立てから事件終結までの期間）の目標を、１年（ただし、
　特に複雑な事件については、別途定める期間）以内と定めています。

２　審査の実施状況
　　

【参考】過去５年間の取扱事件の審査の実施状況

　平成25年以降に取り扱った事件は１件で、現在係属中です。
　ちなみに、全国の労働委員会における平成28年中の新規申立件数は303件で、過去５年間（平成24～ 28年）では300～ 370
件ほどで推移しています。審査期間は平成28年中に終結した事件をみると平均429日でした。

労働ながの

工科短期大学校及び技術専門校の訓練生募集工科短期大学校及び技術専門校の訓練生募集

　工科短期大学校及び技術専門校では、主に新規学卒者を対象とした１～２年間の職業訓練（専門課程・普
通課程）と、求職者を対象とした６か月間の職業訓練（短期課程）を行っており、訓練生を募集しています。

（お問い合わせ先）  長野県労働委員会事務局（長野県庁８Ｆ）　TEL　026-235-7469　　E-mail　roi@pref.nagano.lg.jp
　　　　　　　　  ホームページ：http://www.pref.nagano.lg.jp/roi/kensei/soshiki/soshiki/kencho/roi/index.html

「労働ながの」に対するご意見、ご希望、ご感想をお待ちしております！

労働ながの
編集・発行：長野県産業労働部労働雇用課
　　　　　　〒380-8570（住所不要）
　　　　　　電話 026-235-7118　FAX 026-235-7327　Eメール:rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

労働ながのは県HPにも掲載しています!
http://www.pref.nagano.lg.jp/rodokoyo/sangyo/rodo/shuro/rodo.html

■募集日程等
　現在、平成30年度４月入校生の追加募集を行っています。追加募集を行っていない校及び訓練科もある
ため、募集の詳細につきましては各校へお問い合わせください。

工科短期大学校
住所 上田市下之郷813-8
電話 0268-39-1111
FAX 0268-37-1102

南信工科短期大学校
住所 上伊那郡南箕輪村8304-190
電話 0265-71-5051
FAX 0265-72-2064

長野技術専門校
住所 長野市篠ノ井布施五明3537
電話 026-292-2341
FAX 026-292-2342

松本技術専門校
住所 松本市寿北7-16-1
電話 0263-58-3158
FAX 0263-85-1412

岡谷技術専門校
住所 岡谷市神明町2-1-36
電話 0266-22-2165
FAX 0266-21-1000

◆生産技術科（２年）◆制御技術科（２年）

◆電子技術科（２年）◆情報技術科（２年）

◆機械・生産技術科（２年）

◆電気・制御技術科（２年）

●機械科（６か月 ４月／１０月入校）

■機械加工科（１年）■電気工事科（１年）

■画像処理印刷科（１年）

■木造建築科（１年）

■電気・設備科（２年）

■自動車整備科（２年）

■建築科（２年）

■ものづくり技術科（１年） 

●機械制御科（６か月 ４月入校）

●ＦＡ装置科（６か月 10月入校）

校　　名　　等 訓 練 科 ※（ ）は訓練期間

不当労働行為救済申立事件の審査の実施状況不当労働行為救済申立事件の審査の実施状況
長野県労働委員会ニュース長野県労働委員会ニュース

飯田技術専門校
住所 飯田市松尾明7508-3
電話 0265-22-1067
FAX 0265-22-4015

佐久技術専門校
住所 佐久市高柳346-4
電話 0267-62-0549
FAX 0267-62-6476

上松技術専門校
住所 木曽郡上松町大字小川3540
電話 0264-52-3330
FAX 0264-52-2079

■自動車整備科（２年）

■木造建築科（１年）

■生産技術システム科（１年）

●機械ＣＡＤ加工コース
　　　　　　（６か月 ４月／１０月入校）

■木工科（１年）

■木材造形科（１年）

校　　名　　等 訓 練 科 ※（ ）は訓練期間

専門課程

普通課程

短期課程

390,000円（年額）

118,800円（年額）

169,200円

  5,650円

無　　料

※別途、教科書代等の費用がかかります。

（◆：専門課程　■：普通課程　●：短期課程）

18,000円

 2,200円

課　程 授 業 料 入 校 料 入校審査料

ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～ご存知ですか？労働委員会～雇用のトラブル まず相談～
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